
地方創生に関連した関係省庁の支援策の例

施策名 概要 支援の対象

地方創生推進交付金

地方創生拠点整備交付金

（内閣府地方創生推進事務局）

・各地方公共団体における人口の現状と将来の展望を踏まえ、各地域の実情に応
じながら基本目標や具体的施策を盛り込んだ地方版総合戦略に基づく、地方公
共団体の自主的・主体的で先導的な事業を支援

・KPIの設定とPDCAサイクルを組み込み、従来の「縦割り」事業を超えた取組
を支援

・地域再生法に基づく法律補助の交付金とし、安定的な制度・運用を確保

都道府県、市町村

過疎地域等自立活性化推進交付金

（総務省自治行政局）

・基幹集落を中心として複数の集落で構成される集落ネットワーク県における地
域運営組織等の取組（住民の「くらし」を支える生活支援の取組、「なりわ
い」を創出する活動）を支援

・過疎地域にある遊休施設（生産加工施設、資料展示施設、教育文化施設、地域
芸能・文化体験施設 等）を再活用して地域間交流や地域振興を図るための取
組を支援

過疎市町村、地域運
営組織等

みんなの廃校プロジェクト

（文部科学省大臣官房文教施設企画部）

・各地方公共団体において活用方法や利用者を募集している未活用の廃校施設の
情報を一覧にして公表することで、活用ニーズとのマッチングを促進するほか、
廃校施設等の活用事例や利用可能な補助制度についても紹介

ー

農山漁村振興交付金

（農林水産省農村振興局）

・地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の
場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結び付ける取組までを
総合的に支援

都道府県、市町村、
地域協議会等

社会資本整備総合交付金

（国土交通省大臣官房）

・地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画に基づき、政策目的実現のため
の基幹的な社会資本整備事業のほか、関連する社会資本整備事業等を総合的・
一体的に支援。

都道府県、市町村

「小さな拠点」を核とした「ふる
さと集落生活圏」形成推進事業

（国土交通省国土政策局）

・中山間地域等において、基幹集落に複数の生活サービスや地域活動の場を集め、
周辺集落とネットワークで結ぶモデル的な「小さな拠点」の形成を推進

・既存施設を活用した生活機能の再編・集約に係る改修等の施設整備に対し支援
を行う。

市町村、NPO法人等
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国
交付金（１/２） 都道府県

市町村

【対象事業】

①先駆性のある取組

・官民協働、地域間連携、政策間連携、事業推進主体の形成、中核的人

材の確保・育成、地域経済牽引

例）ローカル・イノベーション、ローカル・ブランディング（日本

版ＤＭＯ）、生涯活躍のまち、

働き方改革、小さな拠点、空き店舗 等

②先駆的・優良事例の横展開

・地方創生の深化のすそ野を広げる取組

【手続き】

〇 地方公共団体は、対象事業に係る地域再生計画（５ヶ年度以内）を作

成し、内閣総理大臣が認定します。

○地方創生の新展開を図るため、地方創生推進交付金により支援し

ます。

①地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体的で先

導的な事業を支援

②ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の「縦割

り」事業を超えた取組を支援

③地域再生法に基づく法律補助の交付金とし、安定的な制度・運

用を確保

地方創生推進交付金（内閣府地方創生推進事務局）

30年度予算額 １,０００億円 （29年度予算額 １,０００億円）

事業概要・目的 対象事業・具体例

資金の流れ

具体的な
「成果目標（KPI）」

の設定

「PDCAサイクル」
の確立

（１/２の地方負担については、地方財政措置を講じます）

①ハード事業割合

・計画期間を通じたハード事業の割合は、原則として５割未満。

・ただし、ソフト事業との連携により、高い相乗効果が見込まれる場合

は、５割以上（上限８割未満）になる事業であっても申請可能。

②横展開タイプの交付上限額の引上げ（事業費ベース）

【都道府県】 先駆 6.0億円（29年度：6.0億円）

横展開 2.0億円（29年度：1.5億円）

【市区町村】 先駆 4.0億円（29年度：4.0億円）

横展開 1.4億円（29年度：1.0億円）

③KPIの実績に基づいた事業計画の見直し
・申請時に、実績を踏まえたPDCAサイクルによる事業の見直しを反映し

た事業計画の提出。

30年度からの運用改善
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国

交付金（１/２）
都道府県
市町村

【主な対象施設のイメージ】

 地域の製造業が行う低コスト・高精度の研究開発や、

地域産品の高付加価値化につながる研究開発のための

拠点の整備

 地域の中堅・中小企業・小規模事業者の生産性や所得

の向上につながる研修拠点等の整備

 地域の食肉加工業者、水産加工業者等を集約化・大規

模化する加工処理施設の整備

 ドローンや自動走行、AIなど近未来技術の活用を促し、

その実証・実装に向けた拠点の整備

【手続き】

○地方公共団体は、対象事業に係る地域再生計画を作成し、

内閣総理大臣が認定。

○「生産性革命」等に向けて、地方公共団体の地方版総合

戦略に基づく自主的・主体的な地域拠点づくりなどの事

業について、地方の事情を尊重しながら施設整備等の取

組を推進します。

① ローカルイノベーションをはじめとする、地域の中

堅・中小・小規模事業者の「生産性革命」等につな

がる先導的な施設整備を支援

② ＫＰＩを伴うＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の

「縦割り」事業を超えた取組

生産性革命に資する地方創生拠点整備交付金（内閣府地方創生推進事務局）

2９年度補正予算額 ６００億円（事業費ベース １,２００億円）

事業概要・目的 事業イメージ

資金の流れ

○「生産性革命」等につながる施設整備等を行うことによ

り、地方における安定した雇用創出、地方への新しいひ

との流れ、まちの活性化など地方創生の深化に寄与しま

す。

期待される効果

具体的な
「成果目標（ＫＰＩ）」

の設定

「ＰＤＣＡサイクル」
の確立
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地方創生推進交付金又は地方創生拠点整備交付金を活用した
地域再生計画（概要）の例

作成主体名
（地方公共
団体名）

地域再生計画
の区域

地域再生計画
の名称

地域再生計画の概要
活用する
支援措置

北海道上川
郡東神楽町

北海道上川郡
東神楽町の区
域の一部（東
聖ひじり野地
区）

東聖ひじり野地
区コミュニティ拠
点施設整備事
業計画

地区公民館であるふれあい交流館の増築及び改修により、地域住民の
活動拠点や子供たちの学習の場となる寺子屋の整備のほか、地産地消の
促進や交流イベントを開催するにぎわい交流広場を設けることで「人と人」、
「人と地域」を繋ぐ地域住民の主体的な活動の場の創出と、行政サービス
の拡充と簡易郵便局の誘致や地域公共交通拠点となるバス待合所を整
備することにより、利便性の高い生活基盤を確立するための複合施設とし
て交流拠点となる「まちの駅」を整備し、多世代にわたり住みつづけられる
地域づくりを構築する。

地方創生拠点整備交付金

岐阜県及び
各務原市

各務原市の全
域

航空宇宙産業
を支えるまち・
ひと・しごとづく
り
連携事業

「かかみがはら航空宇宙科学博物館」のリニューアルを契機に人材育成
機能を拡充し、幼年期から小中学生、高校生、在職者に向けた人材育成
を切れ目なく行うことで、高度な技術を持った人材の育成という航空宇宙
産業が直面する短期から中長期の課題に対応する。加えて、政府関係機
関移転基本方針（平成28年3月）を踏まえて、JAXA（宇宙航空研究開発機
構）との連携により、人材育成に資する効果的な施策を実施する。

地方創生推進交付金
地方創生拠点整備交付金

和歌山県
日高郡美浜
町

和歌山県日高
郡美浜町の全
域

日の岬・アメリカ
村の再生とふる
さと教育

カナダ資料保存のための呼びかけやカナダ資料館資料の引取り、タウン
ウオッチングを実施する。公民館や古民家を活用し、地元産物を食べられ
る漁師レストランやふるさと資料館、ゲストハウス等を整備。ふるさと教育
充実のため、移民関係授業や教養講座を実施。歴史的な国際性から、カ
ナダ人対応やインバウンド拡大のため、英語版「語り部ジュニア」を養成。
バンクーバーに生徒中心の使節団を派遣し、高齢カナダ移民のインタ
ビューを録画、使節団の帰朝後、移民シンポジウムを開催。地域コミュニ
ティの場として、旧三尾小学校を活用。

地方創生推進交付金
地方創生拠点整備交付金

石川県
野々市市

野々市市の
全域

旧北国街道を
舞台とした
「野々市版コ
ミュニティ・リビ
ング」創出プロ
ジェクト

当市の本町地区に整備する「地域中心交流拠点施設」を核とし、旧北国
街道を舞台に、当市に新たな価値を創出し、人口減少と地域経済の縮小
を克服する「ののいち創生」に挑戦する。拠点施設の市民交流機能を活か
し、多様な主体をまちづくりの担い手として育成する。生涯学習機能を活か
し、行政に頼らない事業企画の推進による新しい生涯学習の在り方を生み
出す。民間商業機能を活かし、大学や企業との連携による特産品の開発、
野々市ブランドの確立、観光振興への支援に取り組む。

地方創生推進交付金

（内閣府地方創生推進事務局ホームページより） 4



○ 「集落ネットワーク圏」（小さな拠点）における、住民の「くらし」を支える生活支援の取組や、

「なりわい」を創出する活動を支援する。

（１）対象地域 過疎地域をはじめとした条件不利地域

（２）事業主体 集落ネットワーク圏を支える中心的な組織

（地域運営組織等）

※交付金の申請は市町村が実施

（３）交付額 １事業当たり 2,000万円以内

（４）平成30年度予算額 4.0億円（平成29年度予算額 4.0億円）

（５）対象事業 活性化プランに基づく集落機能の維持・活性化

に資する取組

施 策 の 概 要

過疎地域等自立活性化推進交付金（過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業）
（まち・ひと・しごと創生総合戦略：「小さな拠点」の形成関連事業）

※範囲は、新旧小学校区、旧町村等を想定

集落ネットワーク圏のイメージ

役場所在地域

・役場・病院・商店街
・事業所 ・駅

B集落

A集落

C集落

D集落

基幹集落

（地域内外）

H30予案額 4.0億円

基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまと
まりとして集落機能を確保することにより、持続可能
な暮らしを実現

地域運営組織等

○ 高齢者サロンの開設

○ 買物機能の確保

○ デマンドバス・タクシーの運行

○ 伝統芸能や文化の伝承

○ 特産品の開発や６次産業化

○ 田舎暮らし体験 等

市町村

集落ネットワーク
圏計画の作成

地域運営組織の

形成支援・運営
支援

活性化プランの策定

サ
ポ
ー
ト

住民の合意形成

国

全国各地の
取組を横展開

過疎交付金に
よる支援

過疎交付金の対象は、活性化プランに基づく取組

サ
ポ
ー
ト

活性化プランに基づく取組
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事業名：集いの館を核とした人材育成と小さな経済循環づくり事業 総事業費：９，５００千円

真砂地区集落ネットワーク圏（島根県益田市）

・真砂地区は益田市の南東に位置する中山間地域
・１７５世帯、３９４人による集落ネットワーク圏
・高 齢 化率：５２％
・公共施設等：保育園、小中学校あり。診療所は公民館に併設。

・食育活動と地域福祉を繋いだサービス提供を図る。
・農産物や加工品のブランド化を図る。
・農や食を通じた地域内経済循環の仕組みづくり。
・地域外の人に真砂の魅力を伝え、定住に繋げる。

集落ネットワーク圏で取り組む内容

背景・課題・活性化の方針等

交流サロンスペース

地域自治組織事業実施体制

盛り付け講座（視察先にて）

・産業振興対策
・地域内外の交流と高齢者や若者の居場所づくり

◆真砂集いの館整備事業
（ときめきの里 真砂）

地域の中心部にあるＪＡ施設を借上げ、活動拠
点として整備し、まちづくりプラン等を推進する。

機能としては、①住民向けサロン兼外部交流機
能、②児童学習支援機能、③日用品雑貨販売機能、
④カフェ機能などを備えた交流スペースとする。

将来的には、自ら仕事をつくり起業を目指す
UIターン者や若者を対象としたコワーキングス
ペースとして活用していきたい。

◆真砂づくり人材育成事業
（ときめきの里 真砂）

平成28年4月に設立された地域自治組織「ときめ
きの里真砂」において、地域住民の意見を反映し
た真砂地域の将来像をまとめた「真砂地区まちづく
りプラン」は、活動計画と共に一体的に進めていく
ことになっている。
さらに、これまで学校・地域商社・公民館が連携

して取り組んできた食育活動をベースにしながら、
都市部や市街地との交流の推進及び地域の農産物や
加工品を活用した食の提供により、地域内に資金が
還元される仕組をつくる。
そのためには、「集いの館(仮）」で飲食提供に

必要な知識と技術の基礎の講座を開催し、飲食提供
を担う人材を育成する。

・真砂づくり人材の育成

きらめき部会

支え合い部会

学び合い部会

運営主体：ときめきの里 真砂

きずな部会

島根県

真砂地区振興センター
地域魅力化応援隊員

益田市役所人口拡大課
社会教育課

有限会社真砂

支援

支援
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事業名：上宮津の特産品開発と新産業創出事業 総事業費：５，０００千円

上宮津地域集落ネットワーク圏（京都府宮津市）

◆木材粉砕機による森林資源活用研究

・専門家を招聘し安全技術講習を開催し基礎技術を習
得したほか、先進地の視察を行うことにより産業化の
ための知識を習得した。

◆事務局体制の強化

・事務局員を置き事業を進め

たほか、地域住民の意識を高

めるための広報による普及啓

発を行

った。

・上宮津地域は、市街地の南部にある旧村・新興地域の混在地

・６集落(５５１世帯、１，１４７人)による集落ネットワーク圏

・高齢化率：４３．９％、

・公共施設等：地区公民館、郵便局、保育所、旧小学校(廃校)

里山資源を活用した特産品の開発及び新産業の創出

集落ネットワーク圏で取り組む内容

背景・課題・活性化の方針等
事業実施体制

上宮津の特産品開発と新産業創出事業

◆ホンモロコ休耕田養殖栽培実証

・養殖実証ほ場を造成。養殖に必要な機材の整備を

行った。

・専門家を招聘や先進地視察を

行い基礎技術を習得したほか、

地域住民の意識の醸成を図る

ワークショップを開催した。

◆湧水活用のワサビ栽培実証

・湧水を活用した栽培実証ほ場を造成。苗を植栽

し栽培実証をスタートさせた。

・先進地視察を行い基礎技術の知識を習得した。

講演会「かみやづのDNA」は、住民が地
域に何が必要かを考える機会となった

春先にはホンモロコの稚魚を迎え
入れる養殖実証ほ場

澄んだ湧水の中でワサビの栽培実
証が始められた

外部人材の招聘
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過疎地域に数多く存在している廃校舎や使用されていない

家屋等の遊休施設を有効活用し、地域振興や都市住民等と

の地域間交流を促進

生産加工施設、資料展示施設、教育文化施設、地域芸能・

文化体験施設等の整備に要する事業に対して補助

（１）事業主体

過疎地域を有する市町村

構成市町村の1/2以上が上記市町村である一部事務組合等

（２）交付対象経費の限度額

60,000千円

（３）交付率

1/3以内

（４）平成30年度予算額 60,000千円

（平成29年度予算額 60,000千円）

都市部等との交流

地域資源（自然・文化）
を活用した地域の活性化

再
整
備

生 産 加 工 施 設

地 域 間 交 流 施 設

教 育 文 化 施 設

○ 過疎市町村等が実施する、過疎地域にある遊休施設を再活用して地域間交流や地域振興を図る

取組を支援

施策の概要 事業のイメージ

過疎地域等自立活性化推進交付金（過疎地域遊休施設再整備事業） H30予算額 0.6億円
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HPで全国の廃校情報を紹介

文部科学省

分散している
廃校の情報を
集約

全国の廃校の公
募情報を網羅
的に紹介

廃校情報
・竣工年
・面積
・立地条件
・貸与・譲渡条件

・連絡先 等

地方公共団体

・民間企業
・NPO法人
・保育所
・児童福祉施設
・老人福祉施設 等

活用希望者

個別の廃校の
情報提供・公募

活用の相談・応募

マッチング

みんなの廃校 検索

検索ワード

廃校施設の更なる活用促
進のため、廃校施設の活
用事例集を作成しましたの
で御活用ください。

「みんなの廃校」プロジェクト
廃校施設の有効活用
－企業活用編－

施設の基本情報や、外観写真、
平面図等の情報を網羅的に掲載

文部科学省では、廃校活用推進のため、平成22年9月に「みんなの廃校」プロジェクトを立ち上げ、活用
事例の紹介や、活用希望廃校情報の公表等を通じて、廃校を「使ってほしい」自治体と、廃校を「使いた
い」企業等とのマッチングを行っています。

課題②への対応

課題①への対応

文部科学省の取組 ～「みんなの廃校」プロジェクト～
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「みんなの廃校プロジェクト」において紹介されている
社会教育施設への転用事例

地方公共団体名
転用前の
施設名称

転用後の
施設名称

概要

北海道新冠町 太陽小学校 太陽の森ディマ
シオ美術館

インターネットオークションによって施設を売却し、フランス幻想
絵画の巨匠、ジェラール・ディマシオの代表作約200点を展示す

る美術館として活用。幹線道路に近接しており比較的立地条件
が良く、廃校を活用することで建物の構造がしっかりしていると
いう利点がある。

京都府京都市 龍池小学校 京都国際マンガ
ミュージアム

マンガ資料を収集・保存し、博物館・図書館機能、研究機能、
生涯学習機能、新産業創出・人材育成拠点を有する我が国初の
マンガ文化の総合拠点として活用。地域活性化だけでなく、マン
ガ文化の発信拠点、新観光拠点として国内外から注目を集めて
いる。

鹿児島県姶良市 加治木小学校
※空き教室の転用

加治木小校区公
民館

地区公民館制度から校区公民館制度に移行するに当たり、余
裕教室を転用して設置。校区公民館専用出入り口を設けること
等により、独立した運営を確保。管理・運営を校区コミュニティ協
議会が担い、主に校区コミュニティ協議会専門部会、学校事務
職員会、PTA運営委員会、スポーツ少年団等の会議等に利用。
青少年の健全育成や、地域課題解決に活用されている。

（文部科学省ホームページより）
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農
山
漁
村
振
興
交
付
金

地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
活
動
の
計
画
づ
く
り
か
ら
農
業
者
等
を
含
む
地
域
住
民
の
就
業
の

場
の
確
保
、
農
山
漁
村
に
お
け
る
所
得
の
向
上
や
雇
用
の
増
大
に
結
び
つ
け
る
取
組
を
総
合
的

に
支
援
し
、
農
山
漁
村
の
活
性
化
を
推
進
。

農
山
漁
村
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
の
向
上
と
都
市
農
業
の
振
興
を
通
じ
て
都
市
と
農
山
漁
村

の
「
交
流
」
や
｢定

住
｣
を
促
進
す
る
た
め
、
都
市
と
農
山
漁
村
の
双
方
か
ら
｢農

山
漁
村
を
知
っ

て
も
ら
う
｣
機
会
の
創
出
の
た
め
の
地
域
の
活
動
計
画
づ
く
り
や
都
市
農
業
の
多
様
な
機
能
の
発

揮
に
向
け
た
取
組
な
ど
を
支
援
。

都
市
農
業
機
能
発
揮
対
策

増
大
す
る
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
需
要
の
呼
び
込
み
や
都
市
と
農
山
漁
村
と
の
交
流
を
促
進
す
る
た
め
、

地
域
資
源
を
活
用
し
た
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
を
創
出
し
、
農
山
漁
村
滞
在
型
旅
行
（
「
農
泊
」
）
を

ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
実
施
で
き
る
体
制
を
有
し
た
地
域
の
創
出
、
福
祉
農
園
等
の
整
備
に
よ
る
障
害

者
の
受
入
等
の
取
組
を
支
援
。

農
泊
推
進
対
策

農
福
連
携
対
策

山
村
活
性
化
対
策

農
山
漁
村
活
性
化
整
備
対
策

農
山
漁
村
に
お
け
る
定
住
の
促
進
、
所
得
の
向
上
や
雇
用
の
増
大
を
図
る
た
め
、
生
産
施
設

等
の
整
備
や
山
村
の
特
色
あ
る
地
域
資
源
の
商
品
化
や
販
売
促
進
等
の
取
組
を
支
援
。

マ
ル
シ
ェ
の
開
催

障
害
者
に
よ
る

玉
ね
ぎ
収
穫

農
作
物
収
穫
体
験

古
民
家
等
の
改
修

普 及 啓 発 交 流 定 住 促 進

事
業
実
施
主
体
：
地
域
協
議
会
等

実
施
期
間
：
上
限
２
年
等

交
付
率
：
定
額
（
上
限

2
0
0
万
円
等
）

事
業
実
施
主
体
：
地
域
協
議
会
等

実
施
期
間
：
上
限
２
年
等

交
付
率
：
定
額
、

1
／
２
等

「
農
泊
」
を
ビ
ジ
ネ
ス
と
し

て
実
施
で
き
る
体
制
の
整
備
、

観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
の
磨
き
上
げ

や
宿
泊
施
設
の
整
備
等
を
一
体

的
に
支
援

福
祉
農
園
等
を
整
備
す
る
取

組
に
加
え
、
障
害
者
の
適
性
を

踏
ま
え
た
農
業
活
動
を
行
う
た

め
の
取
組
を
支
援

事
業
実
施
主
体
：
地
域
協
議
会
等

実
施
期
間
：
上
限
１
年
等

交
付
率
：
定
額
、

1
／
２

事
業
実
施
主
体
：
地
域
協
議
会
等

実
施
期
間
：
上
限
３
年
等

交
付
率
：
定
額

(上
限

1
,0

0
0
万
円
等

)

【
平
成

3
0
年
度
予
算
概
算
決
定
額
：

1
0
,0

7
0
（

1
0
, 
0
6
0
）
百
万
円
】

（
平
成

2
9
年
度
補
正
予
算
：

3
4
5
百
万
円
）

農
産
物
直
売
施
設

高
齢
者
の
い
き
が
い

農
園
の
整
備

山
村
の
所
得
の
向
上
や
雇
用
の
増
大
に
向
け
、

山
菜
や
薪
炭
等
の
山
村
の
特
色
あ
る
地
域
資
源

等
の
潜
在
力
を
活
用
す
る
た
め
、
地
域
資
源
の

商
品
化
や
販
売
促
進
等
の
取
組
を
支
援

事
業
実
施
主
体
：
都
道
府
県
、
市
町
村
等

実
施
期
間
：
上
限
５
年
等

交
付
率
：
定
額
、
１
／
２
等

市
町
村
等
が
作
成
す
る
活
性

化
計
画
に
基
づ
き
、
農
山
漁
村

に
お
け
る
定
住
、
所
得
の
向
上

や
雇
用
の
増
大
を
図
る
た
め
に

必
要
な
生
産
施
設
等
の
整
備
を

支
援

味
噌
加
工
施
設

地
域
活
性
化
対
策

農
山
漁
村
が
持
つ
豊
か
な
自

然
や
「
食
」
を
活
用
し
た
地
域

の
活
動
計
画
づ
く
り
や
実
践
活

動
を
支
援

事
業
実
施
主
体
：
地
域
協
議
会

実
施
期
間
：
上
限
２
年
等

交
付
率
：
定
額
（
上
限

5
0
0
万
円
等
）

活
動
計
画
づ
く
り

庭
先
集
出
荷

農
業
体
験
や
交
流
の
場
の
提
供
な
ど
、
都
市
農

業
の
多
様
な
機
能
を
発
揮
す
る
取
組
の
ほ
か
、
農

地
の
周
辺
環
境
対
策
や
災
害
時
の
避
難
地
と
し
て

の
活
用
を
支
援

地
域
産
品
の
加
工

・
商
品
化
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・生活空間の安全確保
例）通学路の交通安全対策

・インフラ老朽化対策
例）橋梁・トンネルの補修

○計画の目標実現のため基幹事
業と一体となって、基幹事業の
効果を一層高めるために必要
な事業・事務

○全体事業費の２割目途

社会資本整備総合交付金と防災・安全交付金の対象事業

（社会資本整備総合交付金の例）
・アーケードモールの設置・撤去
・観光案内情報板の整備
・社会実験（レンタサイクル、自転車乗り捨て
システム･･･）
・計画検討（無電柱化、観光振興･･･）

整備計画に掲げる
政策目標の達成

（成果指標で事後評価）

住宅・社会資本の整備

住宅・社会資本の整備

基幹事業に関連する

○各種
「社会資本整備事業」
（社会資本整備重点計画法）

○「公的賃貸住宅の整備」 （防災・安全交付金の例）

・事前防災・減災対策
例）河川堤防の緊急対策

堤防決壊 例）ハザードマップ
作成・活用

例）水防訓練の実施

関連社会資本整備事業

効果促進事業

○防災・減災、安全に資する社会資本整備事業

○道路 ○港湾 ○河川 ○砂防

○下水道 ○海岸 ○広域連携 ○都市公園

○市街地 ○住宅 ○住環境整備 等

例）電線類地中化

基幹事業（防災・安全交付金）

基幹事業（社会資本整備総合交付金）

効果促進事業

・ハザードマップの作成・
活用
・防災教育、水防訓練、
防災訓練、避難訓練
の実施
・防犯灯、防犯カメラの
整備 等

 

被服材料 

（土、遮水シート等） 強化前の湿潤面 

フィルター材 

ドレーン工 

強化後の湿潤面 

堤脚水路 

覆

12



「小さな拠点」の形成推進

人口減少・高齢化が進む中山間地域等において、基幹集落に複数の生活サービスや地域活動の場を
集め、周辺集落とネットワークで結ぶモデル的な「小さな拠点」の形成を推進する。

このため、「小さな拠点」の形成に取り組む地域について、既存施設を活用した生活機能の再編・集約
に係る改修等の施設整備に対し支援を行う。

○補助制度の概要

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業

（集落活性化推進事業費補助金）

●対象地域：過疎、山村、半島、離島、豪雪の各法指定地域

●実施主体：市町村、ＮＰＯ法人等 （間接補助）

●補助率：１/２以内（市町村）、１/３以内（NPO法人等）

●対象事業

既存施設を活用した、小さな拠点の形成に向けた生活機
能の再編・集約に係る改修等

「小さな拠点」：日常生活に必要な機能・サービスを集約・確保し、周辺
集落との間を交通ネットワークで結んだ地域の拠点

13



【改修後の施設内容】

１階：診療所、薬局、郵便局、

直売所（商店機能） 等

２階：市総合支所、歯科診療所 等

３階：公民館機能（会議室、図書室、

調理室）、ＮＰＯ法人事務室 等

体育館地下：消防分署

【事業期間（平成26～28年度）】

・ 地区人口： 715人（402世帯）

高齢化率：58％ 【H２７.７.１ 現在】

・ 市中心部まで約30km

・ 川井､三ツ木､木屋平の3集落

・ 合併(H17)前の中心部（役場所

在地）であった川井集落に､商

店､診療所､郵便局等が立地

（支所等の施設は老朽化）

• 高齢化が進む山間部の地域で、廃校となった中学校を活用し、行政、買物、医療等の日常生活サービス機能を集約。

• 住民有志により設立したＮＰＯ法人が、有償旅客運送による高齢者等の移動サービスや、安否確認、生活相談等の見

守り、農林作業の手伝い等の事業を実施。

既存公共施設（旧中学校）を活用
したサービス拠点の整備

旧木屋平中学校

旧木屋平中学校

国保歯科診療所こやだいら薬局
（ＮＰＯ運営）

美馬市木屋平総合支所
川合公民館
物産販売所

ＮＰＯ法人こやだいら
（過疎地有償旅客運送等）

美馬市消防木屋平分署

木屋平駐在所

木屋平郵便局

商店（米）

理髪店

商店

国保木屋平診療所

旅館

地域の概要

○拠点形成に向けた検討経過等

H26.4 中学校機能を木屋平小学校に移転

H27.1 検討委員会（第三者委員会）を開催

→ 住民意見を反映しながら計画検討

H27～28年度施設改修工事の実施

徳島県
美馬市
木屋平地区の位置

拠点周辺の位置図googleマップより

100m

10km

旧木屋平中学校体育館

緊急用ヘリポート

Ｈ

合併後に設立された「ＮＰＯ法

人こやだいら」が、有償旅客

運送や高齢者生活支援、農

林業作業支援等の事業を実

施（黒字運営）

木屋平老人福祉センター

こやだ いらみ ま

（徳島県 美馬市 木屋平地区）

既存公共施設の活用推進（「小さな拠点を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業）
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